
]（控除）自己収入等
業務収入 � 2¶764¶343¶961

受託収入 � 1¶918¶391¶660

寄附金収益 � 51¶021¶834

財務収益 � 19¶561¶173

雑益 � 254¶294¶985

臨時利益 � 1¶488¶283
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� 5¶009¶101¶896
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業務費用合計 23¶761¶429¶972

Ó 損益外減価償却相当額 481¶457¶297

Ô 損益外減損損失相当額 6¶930¶105

Õ 損益外利息費用相当額 730¶474

Ö 損益外除売却差額相当額 � 19¶325¶673

× 引当外賞与見積額 � 52¶914¶479

Ø 引当外退職給付増加見積額 226¶844¶024

Ù 機会費用
国又は地方公共団体財産の
無償又は減額された使用料
による貸借取引の機会費用 6¶209¶399

政府出資等の機会費用 506¶757¶773
EEEEEEEE

512¶967¶172
EEEEEEEE

Ú 行政サービス実施コスト 24¶918¶118¶892
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【注記事項】
（重要な会計方針）
当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」並びに
「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」を適用して財務
諸表等を作成しております。
１．運営費交付金収益の計上基準
費用進行基準を採用しております。
これは、当機構の業務の性格上、個々の業務の達成度の客観的な把握や一定の期間の経過を業務
の進行と見なすことが困難であるためです。
２．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２～46年
構築物 ２～36年
車両運搬具 ２～６年
工具器具備品 ２～20年
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益外減
価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づい
ております。

３．貸倒引当金の計上基準
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は
計上しておりません。
厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金への掛金及
び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりま
せん。
５．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券（時価のないもの）
移動平均法による原価法を採用しております。

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法
\ 出版物
移動平均法による低価法を採用しております。

] 貯蔵品
個別法による原価法を採用しております。

７．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。
８．ヘッジ会計の方法
\ ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、為替予約について、振当処理の要件を満たす場
合は振当処理を行っております。

] ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…為替予約取引
ヘッジ対象…外貨建予定取引

^ ヘッジ方針
将来の外貨建取引に対して、為替相場の変動によるリスクをヘッジする目的で行っております。

_ ヘッジ有効性評価の方法
為替予約取引について、取引全てが将来の外貨建取引に基づくものであり、実行の可能性が極
めて高いため、有効性の評価は省略しております。

９．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法
近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成24年３月末利回りを参考に0•985％で計算しております。

10．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
11．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

（貸借対照表関係）
運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 572¶896¶888円
運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額 22¶772¶559¶479円

（損益計算書関係）
ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、1¶149¶795円であり、当該影響額を除いた当
期総利益は384¶474¶023円であります。�
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